
 

 

令和８年２月４日 

 

特定実験試験局として使用可能な周波数の範囲等を定める告示案等に関する 

意見募集の結果 

- 5.8GHz 帯ドローン用実験試験局の利用手続の簡素化 - 

 

電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号）第７条第５号の規定に基づき、総務大

臣は特定実験試験局として使用可能な周波数の範囲等を公示することとなっています。 

今般、5.8GHz 帯の周波数の電波を利用したドローン用無線局の実験運用を推進するため、特定実

験試験局として使用可能な周波数の範囲等を定める告示案等について、令和７年 12 月 13 日（土）

から令和８年１月 16 日（金）までの間、意見募集を実施しました。 

その結果、13 件の意見提出がありましたので、提出された意見及び当該意見に対する総務省の考

え方について、公表します。 

 

１ 経緯 

電波法施行規則第７条第５号の規定に基づき、総務大臣は特定実験試験局の周波数、使用可能

な地域及び期間等を公示することとなっています。 

米国・欧州等の諸外国では、5.8GHz 帯を使用するドローン用無線局が広く普及しており、我が

国においても、国際協調を図って周波数割当てを行っていくことが求められています。今般、

5.8GHz 帯の周波数の電波を利用したドローン用無線局の実験運用を推進するため、特定実験試験

局として使用可能な周波数の範囲等を定める告示案及び無線局免許手続規則の一部を改正する省

令案について、令和７年 12 月 13 日（土）から令和８年１月 16 日（金）までの間、意見募集を実

施しました。 

また、特定実験試験局として公示する使用可能地域等の範囲外であっても、迅速な免許処理を

可能とするよう、電波法関係審査基準の一部を改正する訓令案についても併せて意見募集を実施

しました。 

 

２ 意見募集の結果 

提出された意見及び当該意見に対する総務省の考え方は別紙のとおりです。 

 

３ 今後の予定 

総務省では、この結果を踏まえ、速やかに告示の制定等を行います。 

  

【関係報道資料】 

・5.8GHz 帯特定実験試験局の使用可能地域に関するニーズ調査 

- ドローン用無線局の実験運用を希望するエリアについて提案を募集します -（令和７年９月 10 日） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban09_02000554.html 

・特定実験試験局として使用可能な周波数の範囲等を定める告示案等に関する意見募集 

- 5.8GHz 帯ドローン用実験試験局の利用手続の簡素化 -（令和７年 12 月 12 日） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban09_02000564.html 



 
 

 連絡先：総合通信基盤局電波部電波政策課 

担 当：長澤周波数調整官、加地第二計画係長、中川第三計 

画係長、伊豆藏官 

電 話：03-5253-5875 

E-mail：freq-allocation_atmark_ml.soumu.go.jp 

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示して

います。送信の際は「@」に変更してください。 


